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＜参考＞ 

 

◎国の研究開発評価に関する大綱的指針（抜粋） 

 

５．評価方法の設定  

評価実施主体は、評価における公正さ、信頼性、継続性を確保し、実効性のある評

価を実施するために、評価目的や評価対象に応じて、あらかじめ評価方法(評価手法、

評価の観点、評価項目・評価基準、評価過程等)を明確かつ具体的に設定し、被評価

者に対し周知する。（以下省略） 

(２)評価の観点  

評価は、「行政機関が行う政策の評価に関する法律」に示されている政策評価の観

点も踏まえ、必要性、効率性、有効性の観点から行う。また、評価は、対象となる研

究開発の国際的水準に照らして行う。さらに、研究者が、社会とのかかわりについて

常に高い関心を持ちながら研究開発に取り組むことが重要であることから、研究開発

によっては、人文・社会科学の視点も評価に十分に盛り込まれるよう留意すること、

評価を通じて研究開発の前進や質の向上が図られることが重要であることから、評価

が必要以上に管理的にならないようにすることや、研究者が挑戦した課題の困難性も

勘案することが重要である。（以下省略） 

(３)評価項目・評価基準  

評価は、必要性、効率性、有効性の３つの観点の下、研究開発の特性に応じて、適

切な評価項目及び評価基準を設定し実施する。  

（中略） 

また、評価基準については、設定された各評価項目についての判断の根拠があいま

いにならないよう、あらかじめ明確に設定する。  

(４)柔軟な評価方法の設定  

研究開発評価は、その目的、評価の対象、評価時期や研究開発の性格(基礎、応用、

開発、試験調査等(注))に応じて適切な評価項目、評価基準、評価手法の設定を行う

等、柔軟に実施する。また、科学技術の急速な進展や、社会や経済の大きな情勢変化

に応じて、評価項目や評価基準等を適宜見直すことが必要である。（以下省略）  

 
(注) 各種観測調査、遺伝子資源の収集・利用、計量標準の維持、安全性等に関する試験調査、 

技術の普及指導等、相対的に定型的、継続的な業務をいう。  

 

 

 

◎文部科学省における研究及び開発に関する評価指針（抜粋） 

 

２．３．３．４ 評価項目の抽出 

評価実施主体は、研究開発の性格、内容、規模等に応じて、「必要性」、「有効性」、

「効率性」等の観点の下、適切な評価項目を抽出する。 

なお、評価項目としては、以下のものが考えられる。 

ア.「必要性」の観点 

科学的・技術的意義(独創性、革新性、先導性、発展性等)、社会的・経済的意義(産

業・経済活動の活性化・高度化、国際競争力の向上、知的財産権の取得・活用、社会



的価値（安全・安心で心豊かな社会等）の創出、国益確保への貢献、政策・施策の企

画立案・実施への貢献等)、国費を用いた研究開発としての妥当性（国や社会のニー

ズへの適合性、機関の設置目的や研究目的への適合性、国の関与の必要性・緊急性、

他国の先進研究開発との比較における妥当性等）等 

イ.「有効性」の観点 

目標の実現可能性や達成のための手段の存在、研究者の能力、目標の達成度、新しい

知の創出への貢献、（見込まれる）直接の成果の内容、（見込まれる）効果や波及効

果の内容、研究開発の質の向上への貢献、実用化・事業化の見通し、行政施策実施へ

の貢献、人材の養成、知的基盤の整備への貢献等 

ウ.「効率性」の観点 

計画・実施体制の妥当性、目標・達成管理の妥当性、費用構造や費用対効果の妥当性、

研究開発の手段やアプローチの妥当性等 

 
 
 
◎研究開発課題評価実施規程 17（規程）第 89 号（抜粋） 

 
（評価の観点） 
第６条 評価の実施時期毎の評価の観点は、次の各号に定めるとおりとする。 
（１）事前評価 

研究開発課題の選定、方向性・目的・目標等の妥当性、研究開発の進め方の妥当

性、研究資金・人材等の研究開発資源の配分の妥当性などを評価する。大規模プロ

ジェクト及び社会的に関心が高いと理事長が判断する研究開発課題については、こ

れに加えて科学的・技術的な観点からの分析、緊急性、費用対効果、資源配分のバ

ランス、社会的・経済的ニーズ等の観点からも評価を行う。 
（２）中間評価 

研究開発の進捗状況の妥当性、情勢変化に対応した研究開発の目的・目標、進め

方などの見直しの必要性（継続、変更、中止等の決定）、研究資金・人材等の研究

開発資源の再配分の妥当性などを評価する。 
（３）事後評価 

研究開発の達成度、成功・不成功の原因の把握・分析、当初の研究開発計画の妥

当性、研究開発成果の波及効果の把握・普及、将来への研究開発の展開、新たな課

題への反映の検討などを評価する。 
（４）追跡評価 

研究開発終了後、一定の時間を経過してから、副次的効果を含め、研究開発の直

接の成果（アウトプット）から生み出された社会・経済等への効果（アウトカム）

や波及効果（インパクト）を評価する。 
 

（評価結果の反映） 

 第１１条 評価の結果は、研究計画の見直し、予算、人材等の資源配分の見直し等、

研究開発の推進に適切に反映させる。 

 

以上 


